
佐賀県飼料生産拡大推進事業実施要領 

  畜 第 ３ ６ ５ ７ 号 

令和６年３月２８日 

第１ 趣旨 

高品質な畜産物生産のために必要な飼料については、その多くを海外に頼ってお

り、穀物相場や為替等の影響を強く受ける状況の中、輸入飼料価格は高止まりを続

けており、特に配合飼料の主原料であるとうもろこしについては大部分を海外から

の輸入に依存しているため、畜産経営の圧迫を招いている。 

畜産農家の経営安定化を図るためには、自給飼料の生産を一層拡大し、できる限

り輸入飼料に頼らない飼料体系への転換を図る必要がある。 

このため、本事業において、県内産子実用とうもろこしの生産拡大に必要な機械

の導入を支援する。 

 

第２ 事業の実施期間 

本事業の実施期間は、令和５年度から令和６年度までとする。 

 

第３ 事業の内容等 

本事業の事業内容、事業実施主体及び採択要件は、別表１のとおりとする。 

 

第４ 事業実施の手続き 

１ 事業実施主体は、事業実施計画書（別紙Ａ）を作成し、関係市町長に申請するも

のとする(様式第１-１号)。 

ただし、複数の市町を活動の範囲とする事業実施主体にあっては、主たる市町の

長へ申請する。 

２ 第１項のただし書の場合には、事業実施主体は主たる市町以外の関係する市町

に実施計画書の写しを提出するものとする。 

３ 市町長は、第１項に基づき事業実施計画の承認申請があった場合には、事業実施

主体が作成した事業実施計画について、必要な指導及び調整を行うとともに、事業

実施計画承認申請書（様式第１-２号）及び事業実施計画総括表を作成し、事業実

施計画と併せて知事に提出するものとする。 

４ 知事は、市町長から提出された事業実施計画の内容を審査し、適当と認めたとき

は、その承認を行うものとする。 

５ 市町長は、事業実施主体から申請された事業実施計画の内容を審査し、適当と認

めたときは、知事の承認を受けた後、その承認を行うものとする。 

６ 事業実施主体及び市町長は、次に掲げる重要な変更については、前各項に準じて

事業実施計画の変更の手続きを行うものとする。 

  （１）事業の中止または廃止 

（２）事業実施主体毎の補助金の増を伴う事業内容の追加 

（３）事業実施主体毎の事業費の３０％を越える減 

（４）その他事業実施の根幹に関わる事業内容の変更 

 

第５ 補助対象機械の導入基準 

  本事業の補助対象となる機械・施設の導入基準は、次に掲げるとおりとする。 



（１）本事業で整備する機械は、次のすべての要件を満たすこと。 

ア 採択要件等から国庫補助事業の対象とならないものであること。 

 イ 同規模、同能力への更新及び過去に補助事業で導入した機械の更新ではない 

こと。 

  ウ 同規模、同能力の機械を追加で導入する場合の受益面積が、過去に補助事業

で導入した機械の受益面積と重複しないこと。 

 

（２）導入する機械は「佐賀県特定高性能農業機械導入計画」（以下、「県農業機械導入

計画」という。）で定める利用規模の下限等の基準を満たすこと。 

なお、県農業機械導入計画に利用規模の下限等の定めのない機械の導入及び同

計画の下限等が事業実施主体の利用形態にそぐわないものとなっている場合にあ

っては、機械の能力や作業効率等に基づき計画された適正な受益面積又は利用量

を記した「規模決定計算書」を実施計画に添付すること。 

 

（３）補助対象機械は、原則として新品を対象とする。ただし、事業実施主体が必要と  

認める場合には、中古品を対象とすることができるものとする。この場合における

補助対象機械は、その導入時において、法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数に

関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める耐用年数をいう）から経過年数

を差し引いた残存期間（年単位とし、1 年未満の端数は切り捨てる。）が 2 年以上

であるものに限るものとする。 

 

（４）機械の管理者及び作業従者は、農業機械利用研修等を受講するなどして、高度な

機械利用技術の習得に努めるものとする。 

 

（５）畜産サイドで発生する堆肥の停滞解消や耕種サイドの土づくり促進のため、事

業実施主体の構成員は、堆肥の利活用に向けた取組を行うよう努めるものとす

る。 

 

第６ 事業の着工等 

 事業の着工（機械等の発注を含む）は、原則として、補助金の交付決定に基づき

行うものとする。 

ただし、事業の効果的な実施を図る上で、やむを得ない場合であり、かつ、第４

の５による事業の承認がなされている場合は、交付決定前に着工することができる

ものとする。 

この場合、事業実施主体は、その理由を市町長に届け出るものとし、市町長はこ

の届出があった場合は、補助金交付決定前着工届（様式第２号）を知事へ届けるも

のとする。 

なお、この場合において、事業実施主体は、補助金交付決定の通知までのあらゆ

る損失は、自らで負担することを承知の上で行うものとする。 

また、事業実施主体は、２者以上の見積合わせ又は入札を行った後、速やかにそ

の結果を様式第３号により市町長を通じ知事へ報告するものとする。 

 

第７ 県の助成 

県は、毎年度、予算の範囲内において、本事業の実施に必要な経費について、



別に定めるところにより補助金を交付するものとする。 

 

第８ 事業実施状況の報告 

１ 事業実施主体は、事業実施年度から目標年度の翌年度までの間、毎年度、事業実

施状況報告（別紙Ｃ）を作成し、翌年度の４月末までに市町長へ報告するものとす

る。 

２ 市町長は、前項により提出された事業実施状況報告について、その内容を点検し、

必要に応じて事業実施主体に改善指導を行うとともに、事業の目標に対して立ち

遅れている場合は、当該事業実施主体に対して適切な措置を講じるものとする。 

３ 市町長は、１の事業実施主体からの事業実施状況の報告について取りまとめの

上、様式第４号により、５月末までに知事に報告するものとする。 

 

第９ 書類の経由 

  市町が、この要領に基づき提出する書類は、所轄農林事務所地域農業振興センタ

ー（杵藤農林事務所管内は藤津農業振興センター）を経由することとし、その提出部

数は正副各１部とする。 

   

第１０ 管理運営 

１ 事業実施主体は、本事業によって整備した機械を事業実施計画に従って、適正

に管理運営するものとする。 

２ 市町長は、本事業によって整備された機械が、事業実施計画に従って適正に管

理運営されているか、事業実施後の管理運営や利用状況、事業効果を把握すると

ともに、事業が適切に推進されるよう事業実施主体を指導するものとする。 

 

第１１ 個人情報の取り扱い 

 本事業により得られた氏名、住所等の個人情報については、本事業のためにの

み使用し、それ以外の目的には使用しないものとする。 

  なお、県における個人情報の取り扱いについては、佐賀県プライバシーポリシ

ー及び行動プログラムで定めるとおりとする。 

 

第１２ その他 

本事業の実施に必要な事項については、この要領に定めるもののほか、農林水産

部長が別に定めるものとする。 

 

 附則 この要領は、令和５、６年度分の補助金から適用する。



（別表１） 

 

事 業 内 容 事業実施主体 採  択  要  件 

県内産子実用とうもろこしの生産・利用に必要な

機械の導入に要する経費 

 

１ 子実用とうもろこしの収穫機 

２ 子実用とうもろこしの乾燥機及び設置に要する

経費 

佐賀県内在住で、以下の１か

ら６までのいずれかに該当す

る者とする。 

１ 認定農業者（農業経営基盤

強化促進法第１２条第１

項の認定を受けた者をい

う。以下同じ。） 

２ 農事組合法人(農業協同 

組合法第７２条の１０第

１項に規定する事業を行 

う法人をいう。以下同じ。） 

３ 農事組合法人以外の農地

所有適格法人（農地法第２

条第３項に規定する法   

人をいう。以下同じ。) 

４ 特定農業団体（農業経営基

盤強化促進法第２３条第

４項に規定する団体をい

う。以下同じ。） 

５ 会社法人（農業を主たる事

業として営むもの） 

６ ２戸以上の農業者が組織 

する団体（代表者の定めが

あり、かつ組織及び運営に

ついての規約の定めがあ

る団体） 

 

１ 生産（農作業受託を含む）した飼料作物を畜産農家が利用すること。 

２ 目標年度は事業実施年度の２年後とし、目標年度において、県内に

おける子実用とうもろこしの生産・利用面積が１ha 以上拡大する

計画及び生産された子実用とうもろこしの過半を県内畜産農家へ

供給する計画があること。（農作業受託面積等も含むことができ

る。） 

３ 事業実施主体の構成員以外の県内畜産農家等へ自給飼料を共有 

する場合または利用拡大に係る取組の場合は、１年以上の供給 

契約を締結していること。ただし、農業協同組合等へ自給飼料を 

供給する場合は、県内畜産農家等で利用されること。 

４ 事業実施主体が構成員以外の圃場の作業を受託する場合は、農作業 

受委託計画を有すること。 

５ 原則として、国の共済制度又は民間の建物共済や損害補償保険等 

（天災等に対する補償を必須とする）に確実に加入するものとし、

当該機械の処分制限期間において加入が継続されるものとする。

ただし、60 万円（税込）未満の機械を除く。 

 



（様式第１-１号） 

 

                                                          番       号 

                                                            年  月  日 

 

 市町長      様 

 

 

           事業実施主体 住 所   

                            名 称 

                  代表者氏名             

 

 

 

〇〇  年度佐賀県飼料生産拡大推進事業実施計画（変更）承認申請書 

 

 

 このことについて、佐賀県飼料生産拡大推進事業実施要領第４の１（変更の場合は

第４の６）に基づき、別紙のとおり（変更）承認されたく申請します。 

 

 

  （注）事業実施計画書（別紙Ａ）を添付すること 

 

 

 

（変更の理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）事業実施計画の承認申請を行う場合は、（変更）、（変更の理由）を消去すること 

注２）事業実施計画の変更承認申請を行う場合は、（変更）の（ ）を消去し、変更の

理由を記入すること 

注３）事業計画の変更承認申請の場合は、事業計画以降は変更箇所がわかるよう、変更

承認申請前の数値等を（ ）書きで上段に、変更後の数値等を下段に記載するこ

と。 

 

 

 

 



（様式第１-２号） 

 

                                                          番       号 

                                                            年  月  日 

 

 佐賀県知事      様 

 

 

 

                                  市町長名           

 

 

 

〇〇  年度自佐賀県飼料生産拡大推進事業実施計画（変更）承認申請書 

 

 

 このことについて、佐賀県飼料生産拡大推進事業実施要領第４の３（変更の場合は

第４の６）に基づき、別紙のとおり事業実施計画を取りまとめたので、（変更）承認さ

れたく申請します。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

（変更の理由） 

 

 

 

 

注１）添付資料 

  ・事業実施計画総括表 

  ・採択要件チェック表 

  ・消費税取扱確認書 

  ・事業実施計画書（別紙Ａ） 

注２）事業実施計画の承認申請を行う場合は、（変更）、（変更の理由）を消去すること 

注３）事業実施計画の変更承認申請を行う場合は、（変更）の（ ）を消去し、変更の

理由を記入すること 

注４）事業実施計画の変更承認申請の場合は、事業計画以降は変更箇所がわかるよう、

変更承認申請前の数値等を（ ）書きで上段に、変更後の数値等を下段に記載す

ること。



 

 

〇〇  年度佐賀県飼料生産拡大推進事業実施計画総括表 
 

番
号 

事業実施主体名 事業内容 
事業費 
（円） 

負 担 区 分（円） 

備 考 
県費 その他 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

合
計 

     

 

注 1）事業実施主体の事業実施計画書（別紙Ａ）に基づき記入すること。 
注 2）番号は、市町が事業実施計画書（別紙Ａ）に記載した通し番号を転記すること。 
注 3）備考には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には、「減額した金額○○円（県費相当額）」を、同税額がない場合は 

「該当なし」と、同税額が明らかでない場合は、「含税額」とそれぞれ記入すること。 
    
 
 
 
 
 



佐賀県飼料生産拡大推進事業に係る採択要件チェック表 
 
事業実施主体名：（   ）                  
確認者名（市町・氏名）：（   ）              

 
該当する場合は□に✓をつける 
１）事業実施主体は以下のいずれかに該当する。 
   ①□認定農業者 
   ②□農事組合法人 

③□農事組合法人以外の農地所有適格法人 
   ④□特定農業団体 
   ⑤□会社法人 
   ⑥□２戸以上の農業者が組織する団体 
 
２）□国庫補助事業の対象とならないものである。 

国庫事業の対象とならない理由（   ） 
 
３）□生産された子実用とうもろこしを畜産農家が利用する取組である。 
 
４）□事業実施主体が、自己資金又は他の助成により事業を現に実施し、又は既

に終了している取組ではない。 
 
５）□県農業機械導入計画で定める利用規模の下限等の基準を満たしている。（定

めのない機械の導入にあっては、規模決定計算書を添付している） 
 
６）□既存施設、機械の代替として同種、同能力のものを再整備するいわゆる更

新ではない。 
 

（裏へ） 
 



７）□導入機械は、新品である。または中古機械の場合は、残存期間が 2 年以上
である。 

 
８）□事業実施主体の構成員が補助金交付要綱第３条の暴力団排除規定の要件を

満たしている。 
 
９）□家畜排せつ物法等関係法令全てを遵守している。※事業実施主体が畜産農

家の場合 
 
１０）□事業実施主体が構成員以外の圃場の作業を受託する場合は、農作業受委

託計画を有している。 
 
１１）□県内で生産される取組または県内で生産された子実用とうもろこしを利

用する取組である。 
 
１２）□構成員以外の県内畜産農家等へ自給飼料を供給する場合は、県内畜産農

家又は農業協同組合等との１年以上の供給契約を締結している。なお、農業協
同組合等へ自給飼料を供給する場合は，県内畜産農家等で利用。 

 
１３）□目標年度（実施年度の２年後）において、子実用とうもろこしの生産・

利用面積が１ha 以上拡大かつ事業実施主体が生産拡大を目指す取組の場合にお
いては、目標年度において、生産された子実用とうもろこしの過半を県内畜産
農家へ供給する計画であること。 

 
１４）□補助率は３／４以下となっている。 



注１）確認欄には、該当する区分の欄に「○」を記入する。

（１）交付申請時に当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を減額して申請

（２）実績報告時に当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を減額して報告

（３）実績報告提出後に当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を返還

その他

注１）確認欄には、該当に○を付け、また、何れの区分にも該当しない場合は「その他」の欄に、事業実
施主体の状況を記入する。

注２）導入年により、申告時期が前後する場合や、個人が課税区分を変更する場合などがあるため、事
業完了後を含め、留意すること。

上記で①または、④に該当がある場合の消費税の取扱い 確認欄

農業者が組織する団
体

④構成員の中に、課税事業者（本則課税）がおり、かつ、整備
した施設・機械の持分相当分について課税仕入として計上し
ている。

⑤構成員は、整備した施設・機械の持分相当分について課税
仕入として計上していない。

⑥構成員の中には、課税事業者（本則課税）がいない。

佐賀県飼料生産拡大推進事業 消費税取扱確認書

事業実施主体 区分 確認欄

法人・個人の場合

①課税事業者（本則課税）

②課税事業者（簡易課税）

③課税事業者でない

事業実施主体名 市町名



 

 

（別紙Ａ） 
〇〇  年度佐賀県飼料生産拡大推進事業実施（変更）計画書 

 

市町名 番号 事業実施主体名 代表者氏名 構成員戸数 

    
戸 

 
 注 1）番号は、事業実施主体ごとに通し番号をつけて記入すること。 
 
１ 事業の目的 

 
 

 
２ 事業計画 

事業内容 受益面積 

事業費
（円） 

補助率 

負 担 区 分（円） 

導入予定 
年月 

備 考 
県費補助金 その他 

機械名 
規格・能力 

台数 

飼料 
作物名 

面積
（a） 

 子実用と
うもろこ
し 

   
3/4 

    

計       

消費税額  

合 計       

注 1)受益面積及び負担区分を除く各欄については、機械ごとに記入すること。 
注 2)受益面積は、目標年の数値を記入すること。 
注 3)備考欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○円 うち県費○○円」を、同税額がない場合には「該当な

し」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。なお、仕入れに係る消費税相当額を減額した場合は、算出基礎を別途添付
すること。（減額した金額＝消費税額×実質補助率（県費補助金÷総事業費（消費税抜き）額） 

 
 
 



 

 

 ３ 自給飼料生産の概要（農作業受託を含む） 
    

氏名 
（市町名） 

飼料 

作物名 

自給飼料生産・利用面積（a） 

備考 
実施 

前年度 a 

（  年） 

実施年度 

１年目 

（  年） 

実施翌年度 

２年目 

（  年） 

目標年度 

３年目ｂ 

（  年） 

生産拡大 
面積ｂ-a 

構
成
員 

 子実用とうもろこし      
 

 
 

      

  
      

農
作
業
受
託 

  
      

  
      

  
      

計  
     

 

 
注 1「農作業受託」を行う場合は、委託元の農家ごとに記入すること。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



 

 

４  自給飼料の利用計画 

自給飼料供給先 
畜産農家氏名 
及び市町名 

畜種 

飼養頭数 自給飼料利用計画 

備 考 現在 
頭数 

目標 
年度 

飼料作物
名 

実施 
前年度 

面積（a） 
（ 年） 

実施年度 

１年目 

( 年) 

実施翌年度 

２年目 

( 年) 

目標年度 

３年目 

( 年) 

面積 

(a) 
県内割合 

面積 

(a) 
県内割合 

面積 

(a) 
県内割合 

構
成
員
以
外 

へ
の
供
給 

    頭   頭 子実用とうも
ろこし  

 

 
 
  

 

 

  

    
  

       

    
  

       

構
成
員 

    
  

       

    
  

       

計（  戸）       ％  ％  ％  

注 1)構成員が利用する場合は畜産農家ごとに、構成員以外に供給する場合は「構成員以外」に記入すること。 
注 2)農協等が供給先の場合には、備考欄に最終供給先の畜産農家名を記入すること。 

 
※添付書類 

① 誓約書（別紙Ａ添付様式 ※地方自治法第１５７条第１項に規定する公共的団体等を除く、別紙Ｂ添付様式） 
② 事業実施主体の定款又は規約 
③ 機械の管理運営規程 

  ④ 機械等の保管場所の位置図及び写真 
⑤ 機械のカタログ 
⑥ 見積書 

 ⑦ 機械の作業体系 
  ⑧ 機械規模決定計算書 (整備する機械の受益面積が、「佐賀県特定高性能農業機械導入計画」で定めのある利用規模の下限面積等の基準を満たしている場

合は、添付の必要なし。) 
  ⑨ 構成員外に自給飼料を供給する場合または利用拡大に係る取組の場合は、１年以上の供給契約書等の写し 

⑩  その他必要な資料 



 

 

（別紙Ａ添付様式） 

誓    約    書 

 

私は、下記の事項について誓約します。 

なお、県が必要な場合には、佐賀県警察本部に照会することについて承諾します。 

また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用するこ

とに同意します。 

 

記 

 

１ 自己又は団体の構成員が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴

力団員をいう。以下同じ。） 

（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

（４）自己、団体若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をも

って暴力団又は暴力団員を利用している者 

（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的又は積極

的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 

２ １の（２）から（７）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体

又は個人ではありません。 

〇〇  年  月  日 

 

佐賀県知事          様 

 

〔代表者の住所又は事務所所在地〕 

住 所                             

 
〔団体名、代表者の氏名及び代表者の生年月日〕 

（ふりがな） 

団体名                         

 

（ふりがな） 

氏 名                         

 
生年月日 （明治・大正・昭和・平成）  年  月  日 

 

注 １ 氏名欄は、本人が自署すること。ただし、申請者が法人の場合は、本申請者の氏名の自署を付記   

し、法人代表者の氏名を記名することができる。 

２ 申請者が法人の場合にあっては、担当部署の責任者及び担当者の所属部署、役職、氏名及び連絡 

先を確認することができる書面を添付すること。ただし、他の方法により申請の確認を行うこと 

ができる場合は、この限りでない。 

県では、行政 事務全般 から 暴力団等を排 除するた め、申請者に暴力 団等でな い旨 の誓約をお願 い
しています。 なお、内 容確 認のために佐 賀県警察 本部 へ照会を行う 場合があ りま す。 

この様式に記 載された 個人 情報は、佐賀 県飼料生 産拡 大推進事業に 関する事 務の 目的を達成す る
ため及び誓約 事項の確 認の ために使用し ます。  



 

 

（別紙Ｂ添付様式） 

                                                         番     号 

                                                         年  月  日 

 

 佐賀県知事      様 

 

住所 

事業実施主体名 

氏名               

 

 

農業共済・動産保険等への加入に関する誓約書 

 

 

 下記事業により整備する機械の補修及び再取得を可能とするため、機械の利用開始時

までに、農業共済・動産保険等に加入することを誓約します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業で取得する機械等の概要 

（１）補助事業名 

  （実施年度） 
 

（２）機械の名称、型式等  

（３）機械等の保管場所  

 

２ 加入を予定している共済又は保険等の概要 

（１）共済又は保険名  

（２）加入時期  

  ※（１）には共済等の名称と併せて種類（例：農機具共済（火災共済、損害共済、）、建物更生共済のう

ち家財保障 等）を記載すること。 

 ※２）氏名欄は、本人が自署すること。ただし、申請者が法人の場合は、本申請に係る責任者の氏名の  

自署を付し、法人代表者の氏名を記名することができる。 



 

 

（様式第２号） 

番     号 

                                                〇〇   年  月  日 

 

 

 佐賀県知事       様 

 

 

 

                                      市町長名           

  

 

〇〇  年度佐賀県飼料生産拡大推進事業の補助金交付決定前着工届 

 

 

 〇〇  年度佐賀県飼料生産拡大推進事業実施計画に基づく別添事業について、下記

条件を了承の上、補助金交付決定前に着工したいので届け出ます。 

 

記 

 

１ 補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天変地異の事由によって実施した事業に

損失を生じた場合、これらの損失は事業実施主体が負担するものとする。 

 

２ 補助金交付決定を受けた補助金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場

合においても、異議がないこと。 

 

３ 補助金交付決定前に着工する事業実施主体については、着工から補助金交付決定を

受ける期間内においては、計画変更は行わないこと。 

 

４ 補助事業を行うための契約を締結する場合は、佐賀県ローカル発注促進要領（平成

24 年 10 月 9 日付）のとおり県内企業と契約するように努め、原則として 2 者以上に

よる入札や見積合わせを実施して業者を決定すること。 

 

（別添） 

事業実施 

主体名 
事業内容 事業量 

総事業費 

（千円） 

着工予定 

年月日 

竣工予定 

年月日 
理由 

       

 

 

 

 



 

 

（様式第３号） 

 

                          〇〇  年○月○○日 

 

佐賀県知事        様 

  (市町長 経由 ) 

 

                事業実施主体 住   所 

                                            名   称 

                                         代表者氏名                  

 

〇〇  年度佐賀県飼料生産拡大推進事業における見積合わせ等 

について（結果報告） 

 

このことについて、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 見積合わせの結果概要 

事業区分 
 

機械名・内容等 
 

能力・規格・事業量等 
 

実施年月日 
 

見積合わせ等業者数 
 

決定業者  

決定価格（税込）  

注１）整備する機械等が複数種類ある場合は、「１見積合わせの結果概要」について、 

機械等ごとに作成すること。 
注２）事業区分に関わらず、見積額が 10 万円を超える場合は、本資料を提出すること。 

 

 

２ 添付資料 

   見積書等の写し 

    

 

 

 

 

 



 

 

（様式第４号） 

 

                                                         番     号 

                                                         年  月  日 

 

 佐賀県知事      様 

 

 

 

                              ○○市（町）長氏名  

 

 

 

〇〇  年度佐賀県飼料生産拡大推進事業実施状況報告書 

 

 

 このことについて、佐賀県飼料生産拡大推進事業実施要領第８の３に基づき、関係書

類を添えて報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

注１）添付資料 

  ・実施状況報告総括表（別紙Ｂ） 

  ・実施状況報告書（別紙Ｃ） 

                                                                                          



 

 

(別紙Ｂ) 

 

佐賀県飼料生産拡大推進事業実施状況報告総括表（報告年度○年度） 

 

事業実施年度 番号 事業実施主体名 目標達成率（％） 市町の指導方針 

     

     

     

     

     

合計     

       注 1)各事業実施主体の実施状況報告書（別紙Ｃ）に基づき記入すること。 

注 2)市町の指導方針は、生産・利用面積及び県内への供給割合目標に対して達成率が 80％を下回っている場合に記入すること。 

 

 

 



 

 

（別紙Ｃ） 

〇〇  年度 佐賀県飼料生産拡大推進事業実施状況報告書 

市町名 番号 事業実施主体名 代表者氏名 構成員戸数 
加入している 

共済又は保険等名 

      

注 1) 番号は、実施状況報告総括表に記載した通し番号を記入すること。 

 

１ 事業の実施状況 

事業内容 
事業量

（台） 
事業費（円） 

負 担 区 分（円） 

県費補助金 その他 

     

 注 1）記入は、実績報告書から転記すること。 

 

２ 自給飼料生産・利用面積の達成率 

氏名 
飼料 

作物名 

自給飼料生産・利用面積（a） 

実施 

前年度 

（  年） 

事業実施年度 

１年目（  年） 

事業実施翌年度 

２年目（  年） 

目標年度 

３年目（  年） 

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 

構
成
員 

 
子実用とうもろ

こし 
 

   
      

            

            

農
作
業
受
託 

            

            

            

計            

注1) 「実績」及び「達成率」以外については、事業実施計画書から転記すること。なお構成員等が増員した場合は追記すること。 



 

 

３  自給飼料の利用実績 

自給飼料供給先 
畜産農家氏名 
及び市町名 

畜種 

飼養頭数 自給飼料利用計画 

備 考 現在 
頭数 

目標 
年度 

飼料作物
名 

実施 
前年度 

面積（a） 
（ 年） 

実施年度 

１年目 

( 年) 

実施翌年度 

２年目 

( 年) 

目標年度 

３年目 

( 年) 

面積 

(a) 
県内割合 

面積 

(a) 
県内割合 

面積 

(a) 
県内割合 

構
成
員
以
外 

へ
の
供
給 

    頭   頭 子実用とうも
ろこし  

 

 
 
  

 

 

  

    
  

       

    
  

       

構
成
員 

    
  

       

    
  

       

計（  戸）       ％  ％  ％  

注1） 「飼養頭数」については、現在頭数は報告時の飼養頭数を、目標年度は事業実施計画書の目標年度の飼養頭数を転記すること。 

注2） 農協等が供給先の場合には、備考欄に最終供給先の畜産農家名を記入すること。 

 
４ 改善策等 

 

 

 

注1) 自給飼料の生産・利用面積及び県内への供給割合目標に対して達成率が８０％を下回っている場合に記入すること。 

 

 

 

 


